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第 ８ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

平成26年１月28日(火曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前10時55分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 報告事項 

①水俣病対策の状況について 

②特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）

支援のための制度改正に伴うＮＰＯ法

人条例個別指定制度の構築について 

③九州・沖縄地方産業競争力強化戦略

の策定について 

④山鹿灯籠の国指定伝統的工芸品の指

定について 

⑤荒瀬ダム撤去について 

⑥労使紛争申立状況について 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

                委 員 長 浦 田 祐三子 

        副委員長 東   充 美 

                委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 井 手 順 雄 

委  員 小早川 宗 弘 

委  員 森   浩 二 

委  員 磯 田   毅 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

環境生活部 

          部長 谷 﨑 淳 一 

       政策審議監 末 廣 正 男 

        環境局長 村 山 栄 一 

      県民生活局長 佐 藤 祐 治 

      首席審議員兼 

      環境政策課長 宮 尾 千加子 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

     水俣病審査課長 中 山 広 海 

    環境立県推進課長 福 田   充 

      環境保全課長 松 田 隆 至 

      自然保護課長 江 上 憲 二 

     廃棄物対策課長 坂 本 孝 広 

      首席審議員兼 

    公共関与推進課長 中 島 克 彦 

  くらしの安全推進課長 石 﨑 尚 喜 

      消費生活課長 杉 山 哲 恵 

 男女参画・協働推進課長 大 谷 祐 次 

    人権同和政策課長 中 富 恭 男 

 商工観光労働部 

          部長 真 崎 伸 一 

      政策審議監兼 

      商工政策課長 出 田 貴 康 

      商工労働局長 森 永 政 英 

     新産業振興局長 髙 口 義 幸 

    観光経済交流局長 松 岡 岩 夫 

    商工振興金融課長 伊 藤 英 典 

      労働雇用課長 下 村 弘 之 

    産業人材育成課長 古 森 美津代 

      産業支援課長 奥 薗 惣 幸 

   エネルギー政策課長 山 下 慶一郎 

      企業立地課長 寺 野 慎 吾 

      首席審議員兼 

        観光課長 渡 辺 純 一 

        国際課長 磯 田   淳 

くまもとブランド推進課長 成 尾 雅 貴 

 企業局 

          局長 河 野   靖 

   総括審議員兼次長兼 

      総務経営課長 古 里 政 信 

        工務課長 福 原 俊 明 

 労働委員会事務局 

          局長 西 岡 由 典 
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      審査調整課長 橋 本 博 之 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 左 座   守 

   政務調査課課長補佐 春 日 潤 一 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○浦田祐三子委員長 おはようございます。 

 ただいまから、第８回経済環境常任委員会

を開会いたします。 

 それでは、議事次第２、報告事項に入りま

す。 

 報告の申し出が、環境生活部から２件、商

工観光労働部から２件、企業局から１件、労

働委員会から１件あっております。 

 まず、説明を全て受けた後に質疑を受けた

いと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、本日の説明などを行われる際は、執

行部の皆さんは着席のままで行ってくださ

い。 

 それでは、報告事項１につきまして説明を

お願いします。 

 

○中山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 報告事項の資料をめくっていただき、１ペ

ージ目からお願いいたします。 

 水俣病対策の状況について、12月の当委員

会で御報告した以降の状況につきまして御報

告させていただきます。 

 まず、１の主な経緯についてですが、12月

19日、環境省への要求を行うに当たり、知事

が臨時の記者会見を行いまして、そこで現状

に対する認識等を示した上で、その後、県と

して、環境省に対して、臨水審すなわち国の

臨時水俣病認定審査会の設置と開催を要求し

たところです。また、12月26日ですが、国、

県及びチッソを相手取った「ノーモア・ミナ

マタ」の第２次訴訟の第３陣が提起されまし

た。 

 次に、２の最高裁判決以降の国・県の動き

についてですが、資料の５行目までは前回の

委員会とほぼ同じ内容です。６行目の「その

ような中」から御説明をさせていただきま

す。 

 「そのような中」とは、上に記述がありま

すけれども、国が総合的検討の具体化の作業

を行っている中でということになります。国

が作業を行っているさなかに、国の不服審査

会から県の認定申請棄却処分に対して認定相

当という裁決がありました。 

 これを受けて、県として11月１日に申請者

の方を水俣病と認定させていただいたところ

ですが、この裁決は従前の裁決を変更すると

いうものでございました。しかし、環境省

は、これについて参考事例であるという認識

を示しました。 

 このため、同じ国において環境省と不服審

査会との間で異なる考え方が生じる事態とな

りまして、県としては、この事態を受けて、

国における考え方の整理がなされておらず、

また、７月に要望しておりました公健法の補

償制度の検証にも応じる姿勢が見られないこ

とから、認定業務をこのまま続けていくこと

は困難と判断し、環境省に臨水審の設置、開

催を求めたところです。このことについて、

12月19日の臨時の記者会見で知事が申し述べ

たところであります。 

 次、２ページをお願いいたします。 

 認定業務の状況についてです。 

 (1)の認定申請の状況について、12月31日

現在の認定申請者数は483名となっておりま

す。書いてございませんが、11月30日時点で

455人でしたので、この一月で28人の増とな

ります。 

 次に、４の裁判の状況です。 

 水俣病被害者互助会訴訟につきましては、

委員会資料の作成に間に合いませんでした
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が、昨日結審が行われまして、判決が３月24

日と決まったところでございます。判決が３

月24日と決まりました。 

 水俣病審査課は以上でございます。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 引き続き、５の特措法による救済の取り組

みについて御説明をいたします。 

 (1)の申請者数４万2,961人及び下の表に書

いておりますその内訳につきましては、前回

の委員会から変更がございませんので、恐縮

ですが、説明を省略させていただきます。 

 県といたしましては、引き続き、対象者の

確定に向けまして最大限の努力を行いますと

ともに、窓口での対応やフォローアップ事業

に取り組んでまいります。 

 保健課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告事項２につ

いて説明をお願いします。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 報告資料の３ページをお願いいたします。 

 県内で活動しているＮＰＯ法人が、さらに

健全かつ自由に社会貢献活動を行うことがで

きるようにするための条例の検討を行ってお

りますので、その条例の概略を説明いたしま

す。 

 まず、１のＮＰＯ法人の支援制度の変遷に

ついてでございますが、阪神・淡路大震災を

機に進んだ市民の自由な社会貢献活動の健全

な発展を目的に、平成10年にＮＰＯ法により

認証制度がスタートしており、県内でも現在

700近いＮＰＯが活動しております。 

 さらに、平成13年の税制改正により、一定

の条件を満たした認定ＮＰＯ法人に寄附した

者に税制上、所得税、法人税、相続税の優遇

措置を与える認定ＮＰＯ制度が発足し、ＮＰ

Ｏ法人の財源基盤の強化に努めてきておりま

す。 

 次のページをお願いします。 

 ２のＮＰＯ法人支援のための制度改正と条

例の制定ですが、東日本大震災復興支援にお

けるＮＰＯ等の活躍を契機といたしまして、

市民社会を支えるＮＰＯ活動をさらに後押し

するため、平成24年４月にＮＰＯ法が大幅に

改正されております。 

 改正のポイントは、所轄庁の変更、認定を

行う機関の変更、③の税制上の特例措置を与

える認定ＮＰＯ法人制度の認定基準を大幅に

緩和すること、さらに④の仮認定制度を設立

してＮＰＯ法人の活動支援を強化してきてお

ります。 

 特に、③の新認定基準につきましては、Ｎ

ＰＯ法人が広く市民の支持を得ている度合い

を示す指標でありますパブリックサポートテ

ストについて、従来の寄附金の割合という基

準に加えまして、寄附者の基準と地方自治体

が条例により個別指定するという条例個別指

定基準が加えられ、３つの条件から選択でき

るように緩和されています。 

 次のページをお願いいたします。 

 ３の条例個別指定と認定ＮＰＯ法人の関係

についてですが、認定ＮＰＯ法人になること

により、適正で公益性の高い活動をしている

ＮＰＯ法人として信頼性が高まりますととも

に、税金の優遇により寄附が集まりやすくな

ります。ただ、認定ＮＰＯ法人になるには、

広く市民の支持を得ているというかなり厳し

いＰＳＴ基準――パブリックサポートテスト

の基準をクリアする必要がありますが、今回

の改正で県の個別指定の条例で指定されれ

ば、ＰＳＴ条件をクリアし認定ＮＰＯ法人と

なることができまして、県民税も含めた税金

の優遇を受けることができます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４のＮＰＯ法人の条例の個別指定の基準案
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でございます。 

 指定の対象は、県内に主たる事務所を有す

るＮＰＯ法人であること、公益要件につきま

しては、①の年間3,000円以上の寄附を行っ

ている県民が50名いること、②の県民にその

活動が一定の認知をされていること及び③の

その事業活動を広く県民に周知していること

の３つの要件を満たすことを条件として考え

ております。 

 その他の運営条件は、認定や仮認定ＮＰＯ

法人と同様に、運営組織や経理が適切である

こと、事業内容が適切であること等の一般的

な運営条件を満たすことを当然求めることに

なります。 

 なお、指定に関する諮問機関は特に設け

ず、指定基準の判定期間は、初回は２年、更

新時は５年、指定期間は５年と考えておりま

す。 

 次のページをお願いいたします。 

 ５のスケジュールですが、平成24年４月の

ＮＰＯの改正を受けまして、平成24年度か

ら、有識者による検討準備会を設置いたしま

して、情報収集や方向性の検討を進めてまい

りました。平成25年には、制度指定に向けて

の有識者の検討委員会を正式に立ち上げ、具

体的な検討を進めてきております。 

 今後、議会に報告後、パブリックコメント

を実施いたしまして、平成26年度６月議会で

制定をお願いしたいと考えております。審議

の方よろしくお願いいたします。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告事項３につ

いて説明をお願いします。 

 

○出田商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 九州・沖縄地方産業競争力強化戦略の策定

について御報告いたします。 

 資料、経済環境常任委員会報告事項、商工

観光労働部、縦長の資料でございますが、１

ページをお開きください。 

 昨年６月に政府が発表いたしました日本再

興戦略、言うところの成長戦略でございます

が、この中で、全国各地の地域に根差した生

の声を反映していくために、地域ブロックご

とに地域を支える企業の経営者等をメンバー

とする地方産業競争力協議会を設置すること

とされております。既に九州地域の協議会も

立ち上がっているところでございます。 

 現在、この協議会において、九州・沖縄地

域における産業再生に必要な政策等に関する

地方の声を政府に提言すべく、平成26年３月

末をめどに、九州・沖縄地方産業競争力強化

戦略を策定しているところでございます。こ

の協議会でございますが、米印のところに書

いてございます九州地方知事会、それから九

州経済連合会、九州経済産業局及び内閣府の

沖縄総合事務局の共同によって設立されたも

のでございます。 

 現在、取りまとめ中の戦略案の骨子を掲載

しております。 

 １の産業競争力強化戦略の方向性(案)とい

うところでございます。 

 この内容について、かいつまんで御説明さ

せていただきますと、まず、(1)クリーンに

つきましては、１ページ中段に記載しており

ます九州の４つの特徴を踏まえ、再生可能エ

ネルギーに関するクリーンで経済的なエネル

ギーの供給拠点化や水素燃料電池自動車など

次世代自動車の普及、また、次世代有機ＥＬ

関連技術の開発などによるエネルギー消費の

高効率化などが検討されております。 

 次に、(2)の医療・ヘルスケア・コスメに

つきましては、質の高い医療・介護の提供に

よる健康寿命の延伸や血液・血管関連分野に

係る大分、宮崎県の東九州メディカルバレー

構想などに基づく九州の特徴を生かした事業

分野の開拓、また、東南アジアとの人材交流

等の海外展開や海外からの受け入れなどが検

討されております。 
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 次のページをお開きください。 

 (3)の農林水産業・食品につきましては、

海外市場への展開や新たなニーズへの対応強

化を見据えた需要フロンティアの拡大、最適

生産、販路開拓のために必要な体制、いわゆ

るバリューチェーンの構築、さらに、事業規

模の拡大化、安定供給体制の構築などによる

生産現場・生産基盤の強化などが検討されて

おります。 

 最後に、(4)観光につきましては、九州観

光推進機構が進めます第２期九州観光戦略の

着実な実施やスポーツキャンプの誘致など東

京オリンピック開催に向けた取り組みの推

進、リゾート観光やヘルスツーリズムといっ

た長期滞在型外国人来訪者への対応を検討し

ているところでございます。 

 次に、今後のスケジュールでございます

が、２番のスケジュールのところをごらんく

ださい。 

 昨年の11月19日に、既に第１回目の協議会

を開催しております。この中で、九州地方知

事会と九州経済産業局が主たる事務局とな

り、策定作業を開始したところでございま

す。 

 今後、２月に、九州各県で、地域の企業等

からのヒアリング、あるいは、分科会の開催

で各地域の意見を集約し、それを取りまとめ

て平成26年３月下旬に第２回の協議会を開催

し、そこで戦略の成案を見るという流れにな

っております。 

 最後に、参考として委員の構成を書いてお

ります。 

 協議会の会長は、九経連の麻生会長、この

ほか委員として、ここに書いてございます各

業界等から、企業あるいは団体の代表者が15

名、それと自治体から県と政令市からそれぞ

れの首長が12名というのがメンバーで、都合

28人でございます。 

 本県関係の委員については、一番最後の一

覧表に載っております５名、民間から３名、

県知事と熊本市長がメンバーになっていると

ころでございます。 

 報告は以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告事項４につ

いて説明をお願いします。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課です。 

 引き続き、お手元の資料３ページをごらん

ください。 

 報告事項の４、山鹿灯籠の国指定伝統的工

芸品の指定について御説明させていただきま

す。 

 昨年12月26日付で、山鹿灯籠が、国の伝統

的工芸品産業の振興に関する法律に定める伝

統的工芸品といたしまして、正式に経済産業

大臣から指定されました。 

 本県では、平成15年３月ですけれども、国

の指定を受けました小代焼、天草陶磁器、肥

後象眼に続きまして４件目の指定となりま

す。 

 本指定につきましては、既に新聞、テレビ

それぞれの報道等で御承知の先生方も多いか

と存じますが、概要につきまして、ここで御

説明させていただきます。 

 １でございますが、今回国の伝統的工芸品

と指定を受けました山鹿灯籠ですが、山鹿市

で製造されております和紙とのりだけで立体

構造に組み上げられる工芸品でございます。

この技法につきましては、室町時代末から伝

わっており、従来の奉納品を初め、置物、土

産物、インテリア等に利用されているところ

です。 

 ２でございますが、国の伝統的工芸品の指

定を受けるためには、ここに掲げております

５つの要件全てを満たす必要がございます。

今回、山鹿灯籠は、この全ての要件を満たし

たということで、経済産業大臣から指定を受

けたところでございます。 
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 今後の予定ですけれども、３でございます

が、申請団体であります山鹿灯籠振興会で

は、来年度、平成26年度になりますけれど

も、山鹿灯籠に関する振興計画を作成し、国

の認定を受けた上で、平成27年度から、国及

び山鹿市の支援を受け、後継者の育成、新商

品の開発や販路開拓等の事業を実施すること

と予定しているところでございます。 

 また、県におきましても、その他のほうに

なりますけれども、今回の国の指定を記念い

たしまして、県の伝統工芸館におきまして、

ことし３月25日から６月15日まで、まだ仮称

でございますけれども、山鹿灯籠の技と心と

美展を開催する予定としているところでござ

います。 

 なお、４ページでございますが、参考資料

といたしまして、都道府県別の伝統的工芸品

指定品目一覧を添付しているところでござい

ます。 

 くまもとブランド推進課からは以上でござ

います。よろしくお願いいたします。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告事項５につ

いて説明をお願いします。 

 

○古里企業局次長 企業局でございます。お

手元の資料をお願いいたします。 

 企業局の荒瀬ダムの撤去工事の状況につい

て御報告いたします。 

 まず、１ページの上段でございます。 

 昨年12月の前回委員会以降の取り組みでご

ざいます。 

 本格的な発破による撤去工事を実施するた

めに、ダム上流部に施工ヤード、工事用スペ

ースを整備いたしております。ヤードの材料

には、ダム上流にたまっておりました砂を利

用するなど、より濁りが生じないような工夫

をさせていただいております。 

 写真をごらんいただきたいと思います。 

 上段が、昨年12月の時点での状況でござい

ます。白点線の枠組みが、本年度の撤去予定

でございます。このうち、黄色の部分は12月

時点での撤去済みの箇所でございます。 

 現在は、下の写真でございますが、施工ヤ

ード、工事用スペースを整備し、今後、右側

の２門の門柱の撤去に取り組むこととしてお

ります。 

 ２ページをお願いしたいと思います。 

 ２の門柱の発破についてでございます。 

 門柱の高さは、クレスト、ダムの堰堤から

約15メートルございます。そのため、まず、

クレストのところから５メートルのところの

門柱をくさび形に発破し、門柱を施工ヤード

に倒すこととしております。次に、倒した門

柱を制御発破で小割りするという２段階の発

破を考えております。 

 倒壊発破予定の写真をごらんいただきたい

と思います。 

 昨日、黄色の部分を試験的に発破いたしま

した。その状況は、右の写真のとおりでござ

います。この結果を踏まえまして、赤色の部

分を、31日金曜日でございますが、発破する

予定でございます。 

 さらに、この結果を踏まえまして、残され

た１門を、現在のところ２月４日をめどに発

破により撤去することとしておりますが、さ

らに、工事の内容、日程等については、引き

続き県民の皆様にも丁寧にお伝えしていきた

いというふうに考えております。 

 次に、(3)になりますが、倒した門柱を下

段の写真のように制御発破により小割りする

予定でございます。 

 企業局としては以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告事項６につ

いて説明をお願いします。 

 

○橋本審査調整課長 労働委員会事務局でご

ざいます。 

 資料は「労使紛争申立状況について 平成



第８回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成26年１月28日) 

 - 7 - 

25年の状況」という１枚裏表の紙でございま

す。 

 労働委員会では、労使紛争に関して、１番

に書きました３点の仕事を主に担当しており

ます。 

 その昨年１年間の状況ですが、まず、不当

労働行為事件については、２件に対応いたし

まして、１件は和解によって解決、１件は、

先日労働組合の申し立てを一部認める救済命

令を交付して終結しました。それから、集団

あっせん、労働組合と使用者との間の紛争の

あっせん事件は２件ありまして、２件とも解

決をいたしました。個人からの紛争解決のあ

っせん、個別あっせんは、全部で14件に対応

いたしましたが、５件は解決できまして、９

件は解決に至らず打ち切りとなりました。 

 これらのあっせん事件の内容は、下の３の

表のところに書いておりますが、解雇あるい

は退職をめぐる事件が、これはもう例年そう

ですが、大体中心となっております。 

 それから、裏面には過去数年間の件数の推

移をまとめておりますが、近年ちょっと紛争

の申し立て件数が減少ぎみであるという状況

になっております。 

 労働委員会の報告は以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 以上で報告の説明が終

了いたしましたので、質疑を受けたいと思い

ます。質疑はありませんか。 

 

○西岡勝成委員 先日ベトナムに視察に行っ

てきたんですけれども、私は初めてだったん

ですが、やっぱり国柄が違うと、いろいろ消

費者ニーズも違うし、商売のやり方も違う

し、私は、社会主義国だともうちょっとこう

スマートに行けるのかなと思ったけれども、

まだ警察官にしても商売するにしても賄賂が

要る部分があるとお聞きして、びっくりして

帰ってきたんですけれども、結局、日本の中

小企業あたりが、仮にアジア戦略の中でやっ

ていく中で、現地の実情を知るというのは非

常に私は大事だと思うんですね。変に行く

と、またかみつかれる部分もあるし、やけど

する部分もあるし、市場調査も、やはり所

得、食習慣、そういうのも含めて、そういう

調査というのが必要だと思うんですけれど

も。 

 おかげさまで、今回、後ろに議長いらっし

ゃいますけれども、大成コンサルさんという

八代市の方の会社の御紹介で、そういういろ

いろな説明もベトナムの実情も聞きながら調

査できたんですけれども、やはりどこの国―

―例えばタイにしても、いろいろな国々、Ａ

ＳＥＡＮ諸国のそれぞれ事情が違う中で、そ

ういうコンサルタント的な役割を果たす方と

いうのは、どういう方がおられるのかなと。

どういう考えで県はその辺を進めようとされ

ているのか。 

 板東さんだったかな、県の職員の方も一生

懸命シンガポールで頑張っておられましたけ

れども、やっぱり広い範囲で人数が１人か２

人でやるというのも簡単なことじゃないし、

そういう意味で、アジア戦略を進める中で、

そういうマーケティングを含めて、どういう

調査をやっていくのか、情報収集するのか、

その辺についてちょっとお聞かせ願います。 

 

○磯田国際課長 ベトナムの御出張お疲れさ

までございました。この委員会からも、浦田

委員長、西岡先生初め、皆さん５人の委員の

方が御参加されたとお聞きしております。 

 ベトナムは、もう先生いらっしゃったよう

に、まさに人口も8,500万、もう１億に近い

というふうに言われていまして、また、まだ

平均年齢が30を割るということで、大変若い

国ということで、大変将来性もあるというふ

うに思っております。残念ながら、まだ私は

行ったことがないんですが、大変将来性があ

る国だというふうにお聞きしておりまして、

また先生方が知見されたことを私たちにもい
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ろいろと教えていただければと思っておりま

す。 

 アジアのＡＳＥＡＮの国々へのこれからの

県内企業の進出についてのサポート方法なん

ですが、県としてもさまざまな形で調査をし

てまいりますが、あと、スポットアドバイザ

ーという制度を今年度から予算をいただいて

おりまして使っております。 

 最近、ベトナムにつきましても、ベトナム

でコンサルとか一部製造もやっていらっしゃ

るような方もアドバイザーにおなりいただく

ような形で御了解も得ております。 

 そんな形で、県内の企業さんのニーズに合

わせて、それぞれいろんな国、ＡＳＥＡＮの

国がございますので、スポットでアドバイザ

ーをお願いして、県でわかること、ジェトロ

でわかること、それ以外のさらに深みのある

ことが必要な場合にはアドバイザーを雇っ

て、まず応援をして、それから先は、また個

別の企業がアドバイザーの方とかそれ以外の

方とまたつながっていく形で進出を応援して

いければと思っているところでございます。 

 

○西岡勝成委員 私も中国に進出していった

企業あたりの失敗例もよく聞くんですけれど

も、やはり事前の調査をきちっとしていかな

いとやけどする場合が多いので、ぜひその辺

は調査をしてほしいと思います。 

 もう１つ、非常に労働人口が若くて、日本

の生産現場が、人が高齢化して非常に足らぬ

という状況、特に建設業にしても製造業にし

ても人が足らない。あの人を見ると、もった

いないな、欲しいなという感じがするんです

よ。 

 私は、研修制度というんですかね、日本に

労働に来る、いいと思うんですね。１万5,00

0円ぐらいの給料だから、日本の製造現場に

来て、ちゃんと最低賃金にしてもやっぱり12

～13万あるわけで、その中から十分ベトナム

にも仕送りできるということを考えれば、も

うどんどん日本も生産現場に足らなければ労

働者として受け入れてもいいと思うんです

ね。 

 ３年間のあれですかね、そういう形をとる

にしても、やはり人材を送ってくれる人とこ

っちの受け入れる体制がきちっとないと、い

ろいろな――中にいろいろ人材派遣会社が入

ってしまうと、普通の中小企業の人たちは、

どこまでどうなっているのかわからぬ部分が

あるので、その辺も、ぜひ県の中で、ある程

度何といいますか、そういういろいろな情報

を集めていただいて、いい人材をきちっとし

た形で使えるように体制をぜひお願いした

い。 

 牛深の水産加工業者あたりも、かなり中国

人を入れとる人もいらっしゃいますけれど

も、ベトナムの方たちは親日的ですし、非常

に紳士的ですよね。教育もそういうあれを受

けておられるので、非常にそういう面ではあ

りがたいなと思うんですけれども、ただ、ど

ういうことをしてそういう雇用ができるの

か、まだ中小企業の人でわからぬ部分があり

ますので、ぜひその辺もアドバイスをしてい

ただいて、３年間の就業を経て日本の技術を

学んでほしいし、お金も稼いで母国に送って

ほしい。それもいいことだと思うんですね。

将来的には、その人たちが日本の物の消費者

に変わっていくわけですから、そういう意味

でも、ぜひまたアドバイスなり情報を収集し

て教えていただければと思いますので、よろ

しくお願いをいたします。 

 

○磯田国際課長 先生おっしゃるように、Ａ

ＳＥＡＮの国々、チャイナ・プラス・ワンと

して大変私ども注目しておりますので、貿易

その他もろもろを含めてしっかり情報を収集

して、県内企業の支援をしっかりしてまいり

たいと思います。 

 

○井手順雄委員 今、西岡先生のお話の中、
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質問は、この報告書の中の九州・沖縄地方産

業競争力強化戦略の策定の中の海外戦略とい

う意味の位置づけで質問されたと。それに対

しての２ページ、食の農林水産業のいろんな

取り組みを今ここに書いてあります。これ

は、抽象的に今の話の中であったような話な

んでしょうけれども、これをどの程度具体化

して今後戦略として持っていかれるのか、も

うちょっと詳しくお聞きしたいと思います

が。 

 

○出田商工政策課長 まず、この今の素案の

策定、今までの積み上げの仕方ですけれど

も、こういう項目についてこの戦略に乗せた

らいいんじゃないかということで、各県から

意見が出ております。その意見というのは、

非常に、言うなら割とざっくりした形での項

目設定でございまして、まだどのレベルまで

といいますか、どういう、何といいますか、

制度をつくるとか、そういったところまでは

ここの俎上にのってきてないということでご

ざいます。どこまで突っ込むかというのは、

今から各県で意見を積み上げて調整をしてい

くという流れになります。 

 

○井手順雄委員 結局、提言、提案という形

で多分終わるんでしょうね、これは多分。し

かしながら、今、農林水産業を取り巻くこの

中で、ＴＰＰもありますし、いろんな高齢化

もある｡そういった中で、大変厳しい時期が

今の時期なのかなというふうなことでありま

す。そういった転換期という中で、こういっ

た取り組み、九州で頑張ろうという取り組み

ですよ。 

 例えば、今、西岡先生がおっしゃったよう

に、海外に進出していこうとか、海外を売り

先にしようとか、そういったときの具体的な

対策というのも、提言、提案じゃなしに、そ

ういったところまで掘り下げて、今回、熊本

県版じゃないけれども、熊本県はこういうこ

とをやりますというふうなところもやっぱり

示していかないと、なかなか成果が出てこな

いというふうに――せっかくこういった九州

で戦略という形の中でまとまっていこうとい

うならば、九州のいい品物を九州で一遍に営

業しましょうとか、そういった連携をとると

か、どういった品物をどこに売るのかとか、

具体的にその辺までもやっぱり協議をしてい

くと。 

 それについて協議をするということは、商

工は、もちろん窓口は商工で、あと農林水産

だったら農政で、水産は、林業は、あると、

そういったところの横の連携というのもこの

際強化して、やっぱり質の――単価を上げて

いくとか、また、付加価値をつけて高く売る

とか、そういったことをやっぱり方向づけと

して県がやっていくというのをしていかぬ

と、やっぱり生産者という方々は大変苦労す

ると思うんですね、今後。そこが大事だろう

というふうに思いますので、そこ辺は、もう

詳細まで突き詰めて、できるだけ詳しくそう

いった策定をしていただきたい。これは要望

で結構でございますので、よろしくお願いし

ます。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑は。 

 

○小早川宗弘委員 関連して。 

 井手先生のおっしゃるとおりだというふう

に思います。この１ページ、２ページに書い

てありますけれども、九州全体の計画という

か、競争力強化戦略計画みたいなのをつくら

れるというふうなことで、これは、１ページ

から２ページにかけて、クリーンエネルギー

の問題、あるいは医療、ヘルスとか、あるい

は３番目に農林水産業、４番目に観光と。こ

れは、どれもやっぱり熊本県は非常に強い部

分だというふうに思うとですよね、九州・沖

縄の中でも。 

 クリーンエネルギーの部分については、や
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はり太陽光とか再生エネルギーの計画もある

というふうなこと、医療機関も、これは全国

でも非常にたけている医療機関も存在すると

いうふうなことで、農業のことはもちろんで

すけれども、観光も、阿蘇、天草というふう

なことで、ぜひ、こういう何か計画を立てら

れる際は、熊本の存在感というのもちゃんと

計画の中で戦略の中で見えるような形で取り

組んでいただきたいと思います。これも要望

でいいです。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 それでは、最後にその他でございますが、

委員の先生方から何かございますか。 

 

○井手順雄委員 企業立地課にお尋ねしま

す。 

 今、熊本港と八代港とポートセールスとい

うことで、企業立地課が一生懸命頑張ってお

られるということを認識しておりますが、熊

本港についてちょっとお聞きしたいんです

が、今、臨海埠頭用地、いわゆる熊本港内の

土地の区分といいますか、どういったものが

入れるのかという区分と、現在どういったと

ころが借地されているのか、その状況をお聞

かせください。 

 

○寺野企業立地課長 熊本港の第１次分譲

地、分譲リースかけて約4.1ヘクタールほど

ございますが、それにつきましては、分譲リ

ースの申し込み要件としまして「熊本港の物

流・人流の強化に寄与する港湾関連企業等」

という規定をしております。 

 昨年４月には、港湾計画を土木部のほうで

改定しまして、前は交流厚生用地だったんで

すが、マリーナとかそういうレジャー関係の

用地から港湾関連用地に変更しまして、流通

加工施設や物流施設の立地が可能となるよう

に変更が行われております。 

 現在は、既に入っておるところでいいます

と、流通加工施設、再生利用施設を確保する

施設等が入っているところでございます。 

 

○井手順雄委員 具体的には、どういった業

者さんが入っているんですか、何社。具体的

には、どういう業務を行っているのか、そこ

までお聞かせください。 

 

○寺野企業立地課長 ペットボトル等を再生

して再利用する施設でございます、１つは。

それと、木材等を集めて再生して処理する施

設等が入っております。 

 

○井手順雄委員 ということは、いわゆる産

廃業者さんということですたいね、言いかえ

れば。というのが、熊本港、今、私、近所で

ありますが、よく行きます。そういう中で、

そういった産廃業者さんが２社入っておられ

て、そこに野積みのトラックで木くずだとか

何やらかんやらごみを持っていかれて、ちょ

っとこうそれがこぼれて、ちょっと散らかっ

ているというようなところも見受けられます

し、岸壁においては、海砂利、それと岩石、

これの物揚げ場なんですよ。いわゆる工業港

というか、そういった感じの港にしか見えな

いなという雰囲気があります。 

 一方、観光、いわゆるこれは、熊本港とい

うのはフェリー乗り場がありまして、年間90

万からの観光客等々の皆さんが往来すると、

そういう観光港であります。そしてまた、昨

年は大型クルーズが２隻やってきました。こ

としも定期的に１隻は来るでしょう、「にっ

ぽん丸」。 

 そういった中で、やっぱり熊本港というの

は、そういった観光港という形の中で生かし

ていくべき港じゃなかろうかというふうな位

置づけにしたいなというふうには思います。

なぜならば、八代もガントリークレーンがで

きました。今度は14メーターの岸壁もできま
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す。そういった中で、商業、また観光港とし

て今から飛躍していく八代港であります。こ

れは大いに応援をしながらやっていきたいと

いう傍ら、熊本港の利用というのも大事であ

ろうというふうに思います。 

 今、フェリー乗り場の前が、おっしゃると

おり、交流施設からそういった倉庫等々、加

工施設等が建てられるように変更になったと

いう話がありますが、私としては、そこにや

はりにぎわいのある熊本港をつくるための施

設、例えば、農林水産物の直売所だとか、そ

ういったものを生かしたレストランだとか、

そういった、やはり人が寄って、そういう90

万人からの人たちがワンストップでそこに行

くために来るとか、そういった施設を考えて

いくべきであろうかというふうなことを思い

ます。 

 例えば、そこのフェリー乗り場の駐車場の

目の前に産業廃棄物屋さんの倉庫が建った

と。中は、ペットボトル、古紙とか、そうい

うのが入っているというのも、何か熊本港を

生かし切れないのかなと。本来のやっぱり港

は、そういったにぎわいのあるところが前面

に来て、奥のほうはそういった工業施設でも

結構なんです。そういったつくりを今後考え

ていかぬと、一番からもう倉庫ができたら何

もできないというような状況があります。そ

の辺は、県はどういうお考えでしょうか。 

 

○寺野企業立地課長 委員御指摘のように、

今、流通加工施設や物流施設、これについて

は立地可能でございますが、今おっしゃった

ように、フェリー乗り場ですとか広場、人が

集まる空間につきましては、より人流に視点

を置いたところで今考えておりまして、ま

た、熊本港のコンテナターミナルがあります

ので、道路を挟んで北側につきましては、そ

ういう物流機能との関連性を踏まえながら、

今検討――どういう施設が入ったほうがいい

か、検討を進めているところでございます。 

 

○井手順雄委員 これはもう部長にお聞きし

たいんですが、やはり港の開発という中で、

どういった企業が入ってくるのかということ

で大きく私は変わってくると思うんですね。

ですから、熊本港のコンセプトですよ、基本

的な考え方。そういった産業廃棄物とかそう

いったいろんな倉庫等々で埋め尽くしてそれ

でオーケーなのか。それとも、そういった観

光港として、そういった人たちが集まるにぎ

わいのある港づくりをしようと思うのか。こ

ういったビジョンを明確に出すべきだと思う

んですよ。 

 例えば、フェリー乗り場の前あたりの臨海

埠頭用地には、商業用施設でそういった倉庫

はできませんとか――できませんじゃないで

すね。こういうところには、そういったにぎ

わいのある地域の区画にしますと、道の１本

入った奥は、そういった倉庫とか廃棄物の倉

庫にするとか、そういったことの区分をそう

いった中で今後やっていって、そういったと

ころの企業立地なんですよ。 

 そういうところがありますからこういう企

業が来てくださいというのが、やはり企業立

地課の仕事だろうというふうにありますが、

今のところ、ただ倉庫を建てたいと、申請書

を出して、チェックして問題がなかったら、

はいどうぞというような流れなんですね。そ

れではいかぬと思うんですけれども、そこ辺

のビジョンというのは今後どうされたいの

か、部長の考え方をお聞きします。 

 

○真崎商工観光労働部長 今の井手委員の御

質問にお答えしたいと思います。 

 熊本港の将来像につきましては、基本的に

委員がおっしゃった観光港としての役割、そ

れともう１つ、熊本港の背後地に非常にたく

さんの企業集積を見ております。ソニーさん

でありますとか、ホンダさんでありますと

か、富士フイルムさんでありますとか、こう
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いった企業のやっぱり産業用の貿易港として

の面もあわせ持つべきではないかと考えてお

ります。 

 そういった意味で、今おっしゃいました産

業廃棄物業者というのは、エコポート九州と

いう会社ともう１社あるんですけれども、こ

ちらは、実は、そういう産業の輸出という面

では、熊本港の輸出量のたしか４割ぐらい

は、実は、このエコポートさんのほうが、古

紙、それから古い布ですね、こういったもの

を占めておられて、しかも、私どもとしては

誘致企業だと認定しておりますので、こちら

も私どもにとっては大切な企業だとは思って

おります。 

 ただ、委員がおっしゃいましたとおり、私

どもまだビジョンは――近々成果品はお示し

できるとは思うんですが、観光客を中心に人

が出入りするフェリーのターミナルビルの前

面の部分につきまして、いわゆるそこから見

える部分、実は、現在私どもの区割りでは５

区画そこにあります、１つのブロックにです

ね。前面のほうに３区画、裏のほうに２区

画、それから道を隔てて奥に４区画ですか、

あるんですけれども、少なくともそこには物

流、人流、どちらとも要件としては立地可能

です。 

 ただ、我々としては、やはりフェリーの前

面に当たる３区画については、これはやはり

人が見て不快感を覚えないといいますか、あ

るいは人を寄せる直販所であるとか、そうい

った人流に資する施設のほうが望ましいとい

う考えを我々は基本的に持っておりますの

で、そういった方向で、もうしばらくお時間

いただければ、我々のビジョンをお示しでき

ると思っております。 

 以上です。 

 

○井手順雄委員 ありがとうございました。 

 私としても、産業廃棄物屋さんとかそうい

うのが入ったらだめということじゃないんで

す。どんどん来てくださいということなんで

すが、場所的なことを考えて、今おっしゃっ

たような区分けをして、今後、熊本港が人が

集まるそういった拠点港になればなというこ

とでございますので、よろしくお願いしま

す。 

 ありがとうございました。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかにその他では何か

ございませんか。 

 

○小早川宗弘委員 済みません。その他では

なくて、報告事項のことでちょっと確認した

いことがありまして。 

 環境生活部、ＮＰＯ法人の制度改正の部分

で、４ページ、５ページの部分なんですけれ

ども、ちょっと説明を聞いとってよくわから

ぬだったのが、これはＮＰＯ法人になるため

の基準の緩和なんでしょうか。それとも、税

制上の優遇措置を強化するための制度改正な

のか、ちょっと説明を聞いとってようわから

ぬだったんですけれども、この５ページの何

かいろいろ認定ＮＰＯ法人になるまでの経

緯、ルートを見とると、若干厳しくなったん

じゃないかなというふうな気がしますけれど

も、実際どれぐらいのＮＰＯ法人が熊本県内

にあって、どれぐらいのＮＰＯ法人が、この

制度に従って減るのか、ふえるのか――ふえ

るのはわからぬかもしれぬですけれども、ど

ういう影響があるのかを、簡単でいいですけ

れども、教えていただきたいと思います。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 ＮＰＯにつ

いては、先ほど説明しましたように、県内で

約700活動しております。大体毎年熊本県と

熊本市に60件ほど認証が上がってきていま

す。そのほとんどを認証しております。そう

いう形で、ＮＰＯの認証については確実にふ

えてきています。 

 今回提案しておりますのは、認定ＮＰＯ、
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特に寄附する人に対する優遇税制が認められ

る法人なんですけれども、これを新たにいろ

んな形で緩和してふやしていこうという形で

やっています。 

 認定ＮＰＯは、全国でＮＰＯ自体が４万8,

500ほどあるんですが、大体この１年半で294

件ほど認証が上がっております。熊本県も今

２件ほど相談があっております。そういう形

で、認定のＮＰＯ法人をふやしていきたいと

思っております。そのために、国が提案した

基準がかなり厳しいものですから、地方が条

例をつくって緩和していいということになっ

ていますので、その緩和する条例を今回つく

らせていただきたいというふうに思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員 はい、わかりました。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

○西岡勝成委員 済みません、もう一回逆戻

りなんですけれども……。 

 

○浦田祐三子委員長 報告事項についてです

か。 

 

○西岡勝成委員 済みません。産業競争力強

化戦略ですけれども、私は一番大事な部分だ

と思うんですね。日本の国が大きく――アベ

ノミクスもありますけれども、経済戦略にし

てもいろいろ変換期に来ている。農業にして

も、漁業にしても、いろんな分野で変換期に

来ている時期に、非常に戦略をまとめる期間

が短いような感じがするんですよね。もうそ

れぞれの漁業者なら漁業者、農業は農業で大

きくやっぱり変えていかないと、日本の国が

もたない状況にもあるんですね、ある意味。 

 それは組織も一緒ですよ。農協の組織にし

ても、漁協の組織にしても、もう全く旧態依

然とした流れがある中に、これは思い切った

改革をせないかぬ部分があるので、その辺も

含めて、やっぱり２カ月、２月までにまとめ

るというのは非常に短期間と思うんですけれ

ども、どうですかね、課長、どういう戦略を

掲げますか。 

 

○出田商工政策課長 御指摘のように、非常

に短期間でまとめる流れになっております。

というのが、昨年の６月に政府レベルでの成

長戦略を出されたわけですけれども、それに

基づく取り組みということで、これは経済産

業省が中心になってつくっております。つく

っておりますというのは、この地方版はです

ね。どうしようかという話が出てきたのが10

月ぐらいになってからでございまして、協議

会が立ち上がったのが11月という話でござい

ます。ということで、今年度末までに策定を

終えるという話でございますので、実質２カ

月ぐらいしかないということでございます点

は御指摘のとおりかというふうに思っており

ます。 

 ただ、これは政府の成長戦略に基づいて、

要するに、今のいろんな時代背景を踏まえ

て、産業面あるいはもう少し大きな経済とい

う観点から、いろんな取り組みを各方面が取

り組んでいるわけでございまして、県レベル

でも、計画にするしないは別として、いろん

な形で新しい流れに対応していく取り組みと

いうのをやっているというところだと思いま

す。 

 それを踏まえて、今回の地方版の成長戦略

は、例えば九州地方であれば九州地方で広域

で何に取り組めるのか、取り組んだほうがい

いのかということを幾つか絞り込んでこれを

磨き上げていこうという取り組みでございま

す。したがいまして、若干期間は短こうはご

ざいますが、そういった観点から今各県とも

努力して調整を行っているところでございま
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す。 

 

○西岡勝成委員 要するに、大きな骨組みを

つくっていくという形ですよね。 

 

○出田商工政策課長 はい。ということにな

ります。政府の成長戦略も、戦略という大き

な枠組みをつくって、今頻繁に最近でも実行

計画という名前で出てきますけれども、いろ

んな、今回であれば、法人税の減税であると

か、そういった取り組みがそれぞれの時期時

期に出てくるわけでございまして、今回の九

州地方の競争力強化戦略も、基本的な骨組み

を立てて、時期時期に少し具体化した何がし

かのプロジェクトを充実させていくというよ

うな取り組みになりはしないかなというふう

に思っているところでございます。 

 

○西岡勝成委員 これは要望ですけれども、

アベノミクスが成功するかせぬか、ここにか

かっているんですよね。だから、ばらまきじ

ゃなくて、やはりじっくりとした戦略に基づ

いてつくり上げていかないと、本当、日本の

将来の成長はないと思うので、ぜひひとつ魂

を入れて頑張ってください。 

 

○出田商工政策課長 各県とも協力して取り

まとめに努めてまいりたいと思います。 

 それから、先ほど御指摘がございましたよ

うに、この中で熊本県としてのプレゼンスを

どうやってアピールしていくかというのが非

常に大きな問題になろうかと思いますので、

その点も庁内の先ほど農林水産部もありまし

たけれども、あと健康福祉部であるとか、環

境であるとか、各部とも連携しながら策定に

当たってまいりたいというふうに思っており

ます。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 なければ、以上で本日

の議題は全て終了いたしました。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

  午前10時55分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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  経済環境常任委員会委員長 


